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研究成果の概要（和文）：法人でない社団の当事者能力は事件限りの権利能力を伴う以上、社団には固有の当事
者適格が認められるため、裁判所は社団を権利義務の主体とする判決をすることができる。しかし、社団は法人
ではないから、訴訟物たる権利義務の構成員全員への共同的帰属に変更はなく、構成員全員が訴訟当事者になる
こともできる（社団＝構成員全員）。社団には登記能力がないため登記請求事件では代表者個人宛の請求を要す
るが、その他は上記と同様である。いずれにせよ社団が受けた判決の効力は、当事者たる社団およびこれと同位
の構成員全員に及ぶ。

研究成果の概要（英文）：Because the capacity to be a party of a non-corporate association involves 
the capacity to hold rights only in the litigation, the association have unique standing as a party,
 so the court can make a judgment that rights and duties as the subject of litigation belong to the 
association. However, because the association is not a juridical person, there is no change in the 
joint attribution of rights and duties as litigation items to all members, and all the members can 
stand as a party to sue (association = all the member). Because the association has no registration 
capacity in real estate, the association must plead to bring benefits on the representative as a 
person in the case of request for registration, but the others are the same as above. In any case, 
the effectiveness of the judgments received by the association is effective not only for the 
association but also for all the members which is the same status of the association.

研究分野：民事手続法
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１．研究開始当初の背景 
 法人でない社団（民事訴訟法 29 条）に当
事者能力を認めた場合、社団が当事者となる
訴訟では社団に権利能力があるときと同様
に扱うのを認めるのが通説である。それ故、
従来は当該訴訟において社団は給付請求の
積極・消極の主体になることができ、判決の
効力は社団に生じ、構成員には及ばないと解
されてきた。ところが、この社団が不動産登
記手続請求訴訟の原告となった場合には、代
表者個人への所有権移転登記を求める旨の
請求を立てねばならず、判決効は構成員にも
及ぶとする判例が登場した（最判平成 26年 2
月 27日民集 68巻 2号 192頁）。すなわち、
同最判は、社団財産である不動産の所有権移
転登記手続請求訴訟において上記の通り請
求が定立された事案において、社団に当事者
能力・当事者適格を認める傍ら、構成員全員
に総有的に帰属する社団財産である不動産
は実質的には社団自身に帰属すると解する
ことが事の実態に即していると述べている。
とすると、本件の社団の当事者適格は、代表
者個人宛の請求が定立されているとしても、
社団に固有の適格を認める立場により親和
的である。しかし、通説によれば、このよう
に評価する場合、構成員には判決効が及ばな
いはずである。ところが、上記判例は、社団
が当事者として受けた判決の効力は構成員
にも及ぶと判示したことから、固有適格を有
する社団の判決効がなぜ構成員に及ぶこと
になるのか、そもそも通説の立場は妥当かに
ついて再検討をする必要が生じていた。 
 
２．研究の目的 
法人でない社団が当事者になる社団関係
訴訟では、所有権確認請求事件、金銭給付請
求事件、登記手続請求事件といった一定の事
件類型に応じ、請求の立て方などの点で特定
の態様が要請されることになるか、そうした
要請があるときに社団関係訴訟一般に妥当
する理論と整合するか、および、自然人や法
人が当事者になる一般の訴訟と社団関係訴
訟を対比したとき後者に固有の特性とはど
のようなことかを考究することが本研究の
当初の目的である。 
 
３．研究の方法 
 学術論文、裁判例等の基本文献を収集し、
解析することを基本的な研究の方法としつ
つ、その補助として民事訴訟法の母法である
ドイツの学説や判例も上記と同様の方法を
用いて研究する。ドイツについては研究目的
のみならず、その周辺に関する近時の動向を
調査し、視野を広げ、研究の基盤とするため、
短期海外調査も行う。 
 
４．研究成果 
法人でない社団が登記請求訴訟の原告と
なる場合には、社団には不動産登記能力がな
いため、代表者個人への所有権移転登記を求

めて提訴するすべきである。なぜなら、この
提訴方法が社団の法律関係（上記判例のいう
「事の実態」）を手続に反映することができ
るからである。社団が当事者となる訴訟を許
容する民事訴訟法 29 条は、社団に当事者能
力のみならず当事者適格を認め、かつ、その
適格は社団に固有のものとしたものと解す
べきであるが、この見地からは、上記の提訴
方法は社団に固有適格がある訴訟の一形態
と位置づけることができる。他方、社団を当
事者とした判決の効力が構成員に及ぶこと
については、登記関係訴訟に限られない社団
関係訴訟一般において是認することができ
る。そして、社団の当事者能力・当事者適格
（固有適格）の前提として、社団に当事者能
力を認める効果として事件限りの権利能力
を認める必要があるが、これは、正確には社
団を実体的にも法人化するのではなく、社団
に対して当該社団を権利義務の主体とする
請求を定立することを許し、裁判所に対して
当該請求について本案判決をすることを許
容することを意味するにとどまる。換言すれ
ば、訴訟物たる権利義務の社団への帰属は、
当該訴訟における訴訟空間に限られるため、
構成員全員の実体適格が剥奪されることを
意味しない。このとき、社団の当事者たる地
位と訴外の構成員全員は同位の関係にある
から、社団に対する判決の効力が、社団に生
ずるときは、構成員全員も同じ内容の判決効
が生ずると解する必要がある。しかし、今日
の定説である形式的当事者概念を前提とす
る限り、当事者および判決の名宛人となるの
は社団のみであるから、確定判決の既判力は
社団にのみ及ぶ（民事訴訟法 115 条 1項 1号）
と説明する必要がある。とすると、その反面
において、構成員全員に及ぶ判決効は、社団
と構成員全員の前述した同位関係に基づい
て生ずる、既判力の反射的効果と説明する必
要がある。以上の論旨を含む図書（1）およ
び論文（11）の刊行によって本研究は当初の
目的は果たされた。 
以上を踏まえ、最終年度においては、当事
者能力の欠缺を看過した場合の効果の研究
に着手した。この問題は民事訴訟法 29 条の
要件を具備しない団体に当事者能力を認め
た場合等にも生ずる。例えば、代表者の定め
を欠いていることを看過して法人でない社
団に当事者能力を認めた場合等である。 
 もっとも、当事者能力の欠缺を看過した判
決の取扱いについては、これを無効とする有
力説もあるが、通説は、その事件に限って当
事者能力があるものと扱うべきとする。この
ような学説状況が影響したためか、当事者能
力の欠缺を看過した判決の取扱いが直接的
に問題となった裁判例は見当たらない。しか
しながら、当事者の確定に関する死者名義訴
訟は、提訴前に死亡しているため本来は当事
者能力がないことが看過された場合と捉え
ることもできる。関連して問題となる氏名冒
用訴訟は、訴訟追行権の欠缺を看過した判決



と捉えることができる。社団の当事者能力の
欠缺看過とは若干事情が異なるものの、これ
を検討するために必要な資料は、当事者の確
定に関する判例・学説から調達することがで
きる。 
 このように当事者能力等の欠缺が、当事者
の確定と交錯する余地があることに着眼す
るとき、新たな研究領域が開拓される。すな
わち、死者名義訴訟や氏名冒用訴訟では、従
来もっぱら判決後の後始末が検討されてき
たが、当事者能力・当事者適格の欠缺を看過
した判決については判決無効の可能性を説
く有力説もあることにかんがみると、この問
題は訴訟開始段階において速やかに解消す
ることが望ましい。そこで、昨年度公表した
論文（5）・（6）では、①訴訟開始段階におい
て訴訟係属後の当事者能力・当事者適格の欠
缺を回避するために、誰が当事者であるかを
確定する必要があり、かつ、そのような目的
で当事者を確定することが許されること、②
処分権主義が支配する当事者の特定と当事
者の確定を明確に区別し、当事者の確定はそ
の必要である限り、訴訟係属中は可能である
こと（当事者の確定が留保された状態として
の当事者の特定）、③訴訟開始段階における
当事者確定の基準とされてきた形式的表示
説の不当性等を論証し、従来あたかも形式的
表示説と同じ帰結しかもたらさないかのよ
うに過小評価されてきた実質的表示説を再
評価し、それに従って当事者を確定する際の
判断構造のメカニズムを解明した（参考業
績：論文（1））。 
 以上のほか、当事者能力・当事者適格に関
する基礎的な研究も進展させることができ
た。すなわち、論文（10）において、両者が
交錯する場面として法人でない社団を当事
者とする訴訟を位置づけ、①能力問題と適格
問題の峻別は可能であり、かつ、必要である
こと、②当事者適格から区別された実体適格
の概念の現代的意義を明確化し、その有用性
を明らかにすること、③下部組織の当事者能
力問題につき、能力問題として位置づける従
来の有力説の問題点を指摘してこれを批判
し、本案の問題として整理すべきこと等を明
らかにした。 
 その他、任意的訴訟担当を認める判例（最
判平成 28年 6月 2日民集 70巻 5号 1157 頁）
が久々に登場したことから、従前の判例（最
大判昭和45年11月11日民集24巻12号1854
頁）との整合性を検証するとともに、任意的
訴訟担当の授権の擬制的性格を正面から認
める必要性を当該判例に則して主張した（論
文（4））。また、確定判決の既判力ないしそ
の反射的効果が訴外第三者に及ぶことを検
討する過程で避けられない既判力の作用論
の一貫として、一部請求後の残部請求の処理
について判例が採用する訴訟物の捉え方を
認める前提の下でも、前訴確定判決の既判事
項が残部請求の先決問題となり、積極的に残
部請求の処理に作用することを明らかにし

た（論文（4））。 
 なお、本研究から派生して、証拠法分野に
に関しても研究を行い（図書（1））、文書の
成立の真正に関する法律上の推定説の正当
性を明らかにした（論文（9））ほか、倒産法
分野に関しても基礎的な研究を行った（図書
（3）、論文（7）・（8））。 
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